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一般会計 特別会計 一般会計 特別会計
（％） （％）
1890 82 26 75.9 24.1
1900 293 155 65.4 34.6
1910 569 823 40.8 59.2
1920 1360 1875 42.0 58.0
1930 1558 2849 37.3 62.7



































































政と民間経済とは 1 対 100 ぐらいの比例であるが、日本においては、政府の財政と民間の
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重要法案を通過することも儘ならなくなっていた。明治 42 年 1 月 29 日、桂は西園寺に会
談を申し込むと、政権発足以来、悪化していた政友会との関係を修復し、再び協力を仰い
だのであった６５。
















































































































































































なされたさきの明治 43年 10月 13日の全国交換所連合懇親会を機に、公債引受シンジケー







































銀行数 振込資本金 積立金 計 預金 貸出 有価証券
全国普通銀行（A) 1,613 327,162 111,323 438,485 1,256,248 1,393,505 270,800
シンジケート団銀行（B) 13 80,950 43,110 124,060 277,230 236,832 139,562


















































































































































































第24議会 1908年 第25議会 1909年 第27議会 1911年 第31議会 1914年
立憲政友会 180 立憲政友会 193 立憲政友会 204 立憲政友会 204
憲政本党 87 憲政本党 65 国民党 92 国民党 40
猶興会 36 又新会 44 立憲同志会 92
大同倶楽部 59 大同倶楽部 29 中央倶楽部 50
戊申倶楽部 40 中正会 37





















明治 44（1911）年 2月 14日、衆議院予算委員長であった原は、委員会における審議の経
過および結果を本会議に報告した。原によれば、桂が提出した明治 44年度予算について衆






果として、帝国鉄道建設及改良費の既定総額 3 億 43 万 1689 円に変わりはなかったが、追
加要求の 3億 2154 万 9733 円は 9601 万 6333 円に削減され、総額 6億 20余万円は 3億 9644
万 8022 円にまで削減された。また桂内閣が広軌改良案とセットで検討していた軽便鉄道建






























































明治 44 年 5 月 17 日の広軌鉄道改築準備委員会において、委員を務める豊川は、日本銀


























































































































２ Key、 Jr.［1953］ pp. 102-106. キーによると、アメリカの圧力団体による対世論活動の先駆けは、実
業団体であったという。
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また、山本新蔵相は財界人からも大きな期待をもって迎えられた。1911 年（明治 44 年）







































































国債 地方局 計 在外準備 在内準備 その他共計
1901 △ 3,467 3,905 15 3,920 － － － 0 71 －
1902 △ 13,428 3,897 42 3,939 － － － 0 109 －
1903 △ 27,633 3,903 162 4,065 139 19 6 0 117 133
1904 △ 52,100 6,832 254 7,086 97 71 1 54 30 96
1905 △ 167,004 41,336 258 41,594 479 442 363 79 37 116
1906 4,971 51,472 623 52,095 495 441 292 123 24 203
1907 △ 62,054 61,943 1,143 63,086 445 401 237 124 37 208
1908 △ 58,012 51,802 1,158 52,960 392 330 166 108 62 226
1909 18,914 51,759 2,947 54,706 446 329 144 102 116 302
1910 △ 5,805 58,743 4,375 63,118 472 337 202 87 135 270
1911 △ 66,372 62,634 4,372 67,006 364 231 113 98 131 251
1912 △ 92,010 63,118 8,898 72,016 351 215 82 111 136 269
1913 △ 96,971 65,452 8,926 74,378 376 246 91 94 130 286


















































































































































































銀行家等からの意見書を受け取った翌 11 月 21 日、西園寺から原に財政整理の覚書が提
出されたものの、例年通りに、各省とも大蔵省の査定に同意できないとして突っぱねて、





















































































































































































































蔵省証券の利子が日歩 1 銭 6 厘まで引上られた際に、これと歩調を共にせず、大蔵省に対
し公然挑戦を布告したるが如き態度に出たのである５４。また帝国議会における桂系議員に
よる山本蔵相の緊縮財政策に対する批判に加勢するかのごとく、明治 45 年 2 月 26 日の銀
行倶楽部において、高橋日銀総裁の通貨論なる演説がなされた。高橋日銀総裁は、ラフリ
74









































































































































































































































































渡欧の折、投資の勧奨を受け、既に同年 11 月第二回四分利英貨公債 25,000 千ポンドの発
































まず、明治 45 年 4 月 12 日の午後、渋沢は大蔵省にて勝田主計理財局長と添田寿一興銀
総裁と共に日仏銀行について議論した後、同じく日仏銀行の株主であった「三菱会社ニ抵







































による日仏銀行設立の協定案という既成事実は覆す暇もなく、明治 45 年 6 月 21 日には公




















































































諾のやむなきに至った。大正元年 11 月 31 日原案通りで日仏、印度支那両行協定が締結さ
れたのであった。添田興銀総裁は、大正 2 年 1 月、10 年以上にわたる初代総裁の地位を辞
し、代わって志立鉄次郎が第二代総裁に任命された。ところが、日仏銀行は大正 2 年 3 月











































































































































































































































































































































































































































































てきた。ところが、大正 2 年末には国債・市債及び民間外債を含めて 19 億 6900 万円に達
し、これに対して年額 8千 7、8百万円の利子を払わねばならず、その他、政府の海外支払




























































































































































































さらに、大正 2年 1月 29日には、経済界とのパイプ役として調整役を一身に引き受けて
きた元老井上馨が脳溢血で倒れた。桂首相は井上に代わり自ら直接、実業界とのパイプ役
を買って出た。桂は加藤高明の就任まで外相を兼務し、同職権を利用して、ブラジル植民
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を圧迫していた。入超は、明治 44年以降、急激に増大して、同年 6700万円、大正元年 9200
万円、大正 2年 9700 万円まで膨らんだ。加えて、外債の元利支払は政府関係のみで年 7300
万円（大正元年当時）あり、ほかに海軍の対外支払 2000万円を算していた。即ち以上のみ
で年 1 億 8 千万円の外債支払が必要であり、従って少々の外債募集をしても、その資金は
忽ちに消尽されてしまう状況であった。その上、明治 45年以降、公債の市価は内外におい
て急激に低落し、明治 43 年中、倫敦市場で 96 ポンド以上の価格を保っていたが、第一回
四分利英貨公債は 83ポンドに下落し、同じく、96円以上あった第一回四分利内国債は、84
円に下落した。この結果、内外における公債所有者に多大な損害を与えていたのである２５。




は 3 月 14 日及び 4 月 14 日期限の鉄道短期債の内償還に充て、残額は鉄道特別会計が国庫
預金より借りている短期借入金の内を償還した。また 4月 24日発行の仏貨国庫債券 2億フ









明治 39 年度の初めでは、不生産的公債が公債総額の約 8 割 9 分 3 厘強であったが、本年 5
月初めには、6 割 8 分になっている。また明治 39 年に国債整理基金を設置して以来、今日






ることはできた。しかし、正貨準備は大正 2 年 4 月末には 4 億円台に達し、同年末の正貨
準備は 3 億 7649 万円と減少したが、兌換銀行券発行高は前年末比 7.3％増と通貨は膨張し
ており、問題が基本的に解決されたわけではなかった。輸出の増大にもかかわらず、大正 2






























付き、明治 45 年 10 月の日銀借入金（預金勘定処理）の期限到来と共に、何らかの手段を
講じる必要に迫られていた。大正 2年 6月 30日、これら金銀山に対する滞貸金と共に所有
有価証券の値下りによる評価損等を一挙に整理し、併せて「工業金融助長ノ為ノ」特別資
金の融通方を懇願する志立鉄次郎興銀総裁からの内願書を受けていた３１。高橋蔵相はこれ













年(年末） 小計（a) 国立銀行 普通銀行（ｂ） 貯蓄銀行（C)
1888 85 58 28
1893 130 80 49 1 0.8
1898 470 1 438 31 11 6.6 2.3
1903 808 725 82 57 10.1 7.1
1908 1,245 1,098 147 121 11.8 9.7

























































公債総数 10億円の 1割、1億円、会社払込資本金 15億円の 2割と見て、3億円、合計 4億
円の巨額に達していた。この暴落に伴い金利は暴騰し、明治 43 年から明治 44 年に至って



















数字上、全国の銀行の資金高は、明治 42 年末 23 億 7 千万、43 年末 26 億 7 千万、44 年
末 27 億 7 千万、大正元年末 29 億 6 千万円で毎年約 2 億円の増加率であり、元年末の時点



































































































































































まず行財政整理にあたり、大蔵当局は大正 2年 9月 18日、国庫剰余金の総額が 9,889 万






















































































そして、大正 3年 2月 6日の第 31回帝国議会衆議院予算委員会において、質問に立った
132















約 460余万円、相続税の減税約 180余万円及び取引所税の減税 8余千円を行うこととした。
実際、行財政整理についての立案は主として、高橋蔵相ではなく山本首相の懐刀であった
文相奥田義人を中心に進められていた。大正 3年予算の整理額は 3909万円、継続費繰延は




て大正 3 年度支出額 1 千万円、陸軍の整備費追加 300 万円、電話拡張費 400 万円国庫予備
金の増加 500 万円（従来の 300 万円と併せて 800 万円）等の新事業のほかに軍艦水雷艦艇




とを受けて７６、原は齊藤實海相と協議し、戦艦 1 隻（3000 万円）を削ることに同意させ、
政友会院内総務らに軍艦水雷艦艇補充基金を返還させて産業奨励基金とすることを山本首











会派である研究会は政府攻撃の足並みをそろえて、海軍補充費 7000万円（補充費 1億 5400













メ ー カ ー
」となって誕生した内閣だった。大正 3年 4月
7日、井上は脳溢血による半身不随の身をおして興津から上京し、山縣、松方、大山の三元

























































実際、実業協会幹部は、大正 3 年 8 月 5 日に東京商業会議に水町袈裟六日銀総裁を招聘
して、正貨の保有額について説明を求めた。この質問に対し、水町は日銀の正貨準備は 2


































































































































には英貨鉄道証券凡そ 4 千万円の期限が到来するし、大正 6 年には朝鮮公債 3 千万円を償
還しなければならない、大正 12 年には四分利附英貨公債 5 億 5 千万円の期限が到達する。
これ等公債又は証券は期限迄には若干償還されるとしても、大部分借換をする外なく、四


























































た。その内訳として、地租 7512 万円中 5 厘を減じ 375 万 6 千円、営業税は 2643 万余円中
これを半減し 1321万 1千余円、織物税も 1954万円を半減し、977万 2千余円、さらに通行








元老や軍部の期待する軍拡の途を選ばざるを得なかった。大正 3 年 7 月末、欧州で第一次
世界大戦の火蓋が切って落とされた。独逸の東洋艦隊を駆逐し極東における日英同盟の利
益を防護されたしとの英国からの希望もあり、大隈は 8 月 8 日の閣議で、元老の参集を要
請し、その意見を求めると正式に参戦を決定した９９。この大戦の勃発を井上は「大正新時


























改正案を、第 35 回帝国議会に提出するも、あえなく議会解散となったが、翌年大正 5 年 4










数を有する政友会（同志会は 93、中正会 36で合計は 129名、対して政友会は 202、国民党





出した。大正 3 年 11 月 11 日から、渋沢は大隈や大浦農相と会見し、一方で原敬とも会見






























































































明治 43 年には 35％程度になっていた）から 11.5％に減少した。この新協定によって関税
収入は上がり、明治 45 年ないし大正 2 年の平均収入額は、6,591 万円で、明治 39 年から
41 年の 3 ヵ年平均の実収額に比べて、2,158 万円、改正直前の明治 41 年から 43 年の 3 ヵ





最たる保護産業となった。日本で生産されない細いものの税率を 7 分 5 厘としたほかは、
大体１割見当に引上げ、また綿布については、税率の基準を 1 割から 2 割に引き上げたこ
とで、綿糸布業はさらに発達していった。そして、化学工業部門のうち保護政策が強く打
ち出されたのが、ガラス、洋紙、ペイントの三品だった。ガラスは旧条約による低い協定
























明治39年 418,784 281,337 41,230 9.9 14.7
40年 494,467 307,358 46,960 9.5 15.3
41年 436,257 281,400 44,818 10.3 15.9
42年 394,199 221,715 35,438 9.0 16.0
43年 464,234 232,140 36,073 7.8 15.5
44年 513,806 278,290 42,008 8.2 15.1




























































明治 42年 7月、富士紡績も資本金 300万円の増資のため、社債を募集しようとして和田
豊治から豊川に相談すると、豊川は今が好機会だといって募集を勧め、三菱銀行を始め他
の有力な銀行に掛合った。その結果、引受先は三菱銀行 84万円、三井・第一銀行が各行が
83万円、森村・豊国銀行が各 25万円で、額面百円にして 5分 5厘、三年据置で七年償還と













































話を少し前に戻したい。正貨に関しても劇的な変化が見られた。大正 3 年（1914 年）11
月末には 3億 2658 万円まで減少した保有正貨（政府・日銀保有分の合計）は、その後増勢
に転じて大正 4年 5月末には 4億円を超え、4年末には 5 億 1608 円（前年末比 51.3％）に
達するに至った。これを国内正貨と在外正貨に区別してみると、国内正貨は 4 年中通計で
828万円弱（6.4％）増加したにとどまったのに対し、在外正貨は 1億 6669 万円増え、その

























債権約 7千 7百万円（償還期限は大正 12年 5月 1日）、英貨四分半利公債約 5億 5千万（同








大隈内閣は議会を解散後、大正 4 年 3 月 25 日に第 12 回総選挙の結果、立憲同志会は大
きく躍進し、95 議席から 153 議席となり、大隈伯後援会が 12 議席、中正会は少し下回り
33議席に止まった。これに対して、野党の政友会は 185議席から 108議席と大きく激減し、























































との内債発行条件の詰めに入った。その結果、発行総額 3 千万円、発行価額は額面 100 円
に付 96 円 50 銭で利率は年五分で発行されることとなり、償還期限 5 年期限とする短期債
権となった。ちなみに引受銀行は、 第一、第百、安田、第三、三井、三菱、十五、興業、












































































画に加えて内国債 2000 万円を募集して、明治 38 年の四分半利英貨公債の一部を償還する

























































































































































































































































昭和 17年に至っても在京会員 1285名に対して、地方会員は 212名とふるわなかった１８２。
続いて、第二議案である役員の選挙に移り、常務委員の有賀長文の発議によって、役員
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